
 すでに、お客様は本解説書と「シストレ・ビルダー スタンダード」をダウン

ロードする前に、下記使用許諾契約書に同意なさっています。もう一度、下記

契約書の内容のご確認をお願い申し上げます。 

使用許諾契約書 

 

 本解説書「統計解析でシステムトレードを創ろう！」またはシストレ・ビル

ダー スタンダード（以下、両方含めて、本ソフトウェアと呼ぶ）をダウンロー
ドしたお客様（乙と呼ぶ）は、下記使用許諾契約書に同意したことになります。

ダウンロードする前に、本ソフトウェア使用許諾契約書（以下、本契約と呼ぶ）

をよくお読みください。 
 
１．総則 
 本ソフトウェアのすべての著作権は、作製元のエムエムティ数理研究所の久

貝正己（甲と呼ぶ）によって独占的に帰属されます。 
 甲は、本ソフトウェアの非独占的使用権を乙に許諾するものであって、その

他の権利（著作権、再配布権、譲渡権、特許権など）を許諾するものではあり

ません。乙は、本ソフトウェアを使用するにあたって、本契約のすべての条項

に従わなければなりません。本契約が乙に付与する権利には、使用権以外のい

かなる特許権または知的財産権も含まれません。 
 
２．許諾されたライセンスと制限 
Ａ．本契約は、乙に、２台までのコンピュータに本ソフトウェアをインストー

ルし使用することができますが、乙以外の人が本ソフトウェアを使用すること

はできません。また、乙は、ネットワーク上の複数のコンピュータから同時に

本ソフトウェアを使用できるようにすることはできません。 
 
Ｂ．乙は、バックアップの目的に限り、機械による読み取り可能な形態で本ソ

フトウェアの複製物を 1 部作成することができます。ただし、バックアップ用



複製物は、本ソフトウェアの原本に含まれる著作権情報のすべてまたは他の所

有権表示を含まなければなりません。 
 
Ｃ．乙は、本ソフトウェア全部または一部に対し、規定以上の複製、逆コンパ

イル、リバースエンジニアリング、逆アセンブル、セキュリティ保護の解除、

修正または二次的著作物の創作を行うことはできません。 
 
Ｄ．乙は、本ソフトウェアによって知ることのできる本システムトレード論理

に関する情報を機密に保持しなくてはなりません。 
 
３．譲渡・配布 
 乙は、本ソフトウェアのレンタル、リース、貸与、再配布またはサブライセ

ンス、譲渡を行うことはできません。 
 
４．営業の禁止 
 乙は、電子メール、電話、他のいかなる手段でも、本ソフトウェアが出力す

る売買サイン情報を配信／伝達する営業行為を行ってはいけません。乙がこの

ような営業行為を行うためには、甲と別途業務ライセンス契約をむすぶ必要が

あります。 
 
５．免責 
 甲は、たとえ本ソフトウェアに瑕疵があっても、本ソフトウェアを使用する

ことによる人体障害または付随的、特別の、間接的または二次的損害について、

一切の責任を負いません。 
 本ソフトウェアは、過去のデータに基づくトレードサインを出力するソフト

ウェアまたは該ソフトウェアのロジックを作製するためのソフトウェアであっ

て、将来のトレード成績を保証するものではありません。本ソフトウェアによ

るトレード結果は、お客様の自己責任になるものとします。 
  また、本ソフトウェアに入力されているデータ及び検証結果の正確性につ

いて何ら保証するものではありません。したがって、甲は、お客様の結果等に

ついて何らの責任も負いません。 



 甲は、本ソフトウェアの瑕疵を完全に修正する義務を負いません。 
 
６．賠償 
 乙は本契約の違反によって、甲に損害を与えた場合、生じた損失の賠償責任

を負います。 
 
７．契約期間 
 本契約は、終了するまで有効です。本契約に基づく乙の権利は、本契約条件

のいずれかに乙が違反した場合、通知を受けることなく、自動的に終了します。

本契約の終了に伴い、乙は本ソフトウェアの使用をすべて中止し、本ソフトウ

ェアの原本および複製物を、その全部または一部を問わず、すべて破棄しなけ

ればなりません。 
 
８．契約分離性 
 何らかの理由により、管轄権を有する裁判所が本契約のいずれかの条項また

はその一部について効力を失わせた場合であっても、本契約の他の条項または

その一部分は、依然として完全な効力を有するものとします。 
 
９．完全合意 
 本契約は、本契約に基づき使用許諾された本ソフトウェアの使用について、

甲と乙との合意のすべてを定めるものであり、他のいかなる方法による取り決

めに優先するものとします。 
 
１０．合意管轄 
 本契約に関する紛争は甲の居所を管轄する裁判所を第一審の管轄裁判所とし

ます。 
 
１１．契約変更 
 本契約の改訂および変更は、当該改訂および変更が書面によりなされ、かつ

甲が記名・捺印した場合を除き、拘束力を有しません。 

以上 


